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１. 協議会が目指す地域公共交通の将来像 

公共交通の将来像 

・既存のネットワークをベースとして、基幹となる公共交通軸を構築、活性化する。 

・基幹となる公共交通軸を活かして市域全体のネットワークを構築する。 

・市域のネットワーク構築と併せ、公共交通をすべての人が利用しやすいものとする。 

・ネットワーク構築や、使いやすさの向上と併せて、市民や地域との連携を深め公共交

通を維持、活性化する。 

 

公共交通網の将来イメージとしては、多極連携型のまちづくりと連携し、中心拠点と地

域拠点を結ぶ公共交通の基幹軸の形成や拠点における交通結節機能の向上、地域の特性

に応じた移動手段の確保等、便利で持続可能な公共交通ネットワークを構築していく。 

 

公共交通ネットワークのイメージ図 

※別添参照 

 

２. 目標設定及びその達成状況の評価に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

和歌山市公共交通政策推進協議会（ネットワーク全体の評価） 

令和６年度地域内フィーダー系統確保維持計画において、利用者数、収支率は地域

バス導入ガイドラインに定める地域バス運行継続条件である、「１便あたり乗車人数

１．５人以上かつ収支率１０％以上」を基準に設定している。また、公的負担額は和歌

山市地域公共交通計画及び和歌山市都市・地域総合交通戦略における地域バス１地域

につき 6,106 千円を基準に設定している。 

補助対象の２系統のうち、地域バス木本・西脇線は、収支率、公的負担額（低減目

標）が目標未達成となっており、広報や協賛金募集等による利用者数の増加、収支率の

向上を図る必要がある。地域バス有功線は、利用者数、収支率が目標を大きく上回っ

た。本市の地域バス運営補助制度上、収支率が 10％を超過した場合、公的負担額が減

少するため、公的負担額の低減目標である 6,106 千円を下回っており、持続可能な運

行が実施出来ている。 

今後は市、地域住民、交通事業者とともに各系統の利用促進による利用者の増加、協

賛金の募集等による収支率の向上に取り組み、安定的に目標達成ができるよう、取り

組んでいく。 

別添２ （案） 
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３. 目標達成に向けた公共交通に関する具体的取組み内容 

（１） 取組経緯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 目標を達成するために行う事業・実施主体・事業概要等 

 

 

地域公共交通確保維持改善事業 

事業 実施主体 着手・実施期間 種別 事業概要 

地域内フィーダー系

統補助事業 

ユ タカ交

通 株式会

社 

R5.11.1 

～R6.9.30 

フ 系統名：地域バス木本・西脇線 

地域内フィーダー系

統補助事業 

和歌山バ

ス那賀株

式会社 

R5.11.1 

～R6.9.30 

フ 系統名：地域バス有功線 

【種別】幹：地域間幹線系統、フ：地域内フィーダー系統、策：計画策定事業、利策：利便増進計画

策定事業、利推：利便増進計画推進事業、継策：運送継続計画策定事業、継推：運送継続計画

推進事業 

 

 

その他補助事業 

事業 実施主体 着手・実施期間 事業概要 

バス路線維持費補

助金 

和歌山市 平成 12 年度

～ 

バス事業者だけで維持することが

困難となったバス路線に対する補

助 

地域バス運営補助

金 

和歌山市 平成 25 年度

～ 

交通不便地域における地域が主体

となった地域バスに対する補助 

デマンド交通運営

補助金 

和歌山市 平成 30 年度

～ 

交通不便地域における地域が主体

となったデマンド型乗合タクシー

に対する補助 

補助対象事業 

令和 5年 6月 22 日 和歌山市公共交通政策推進協議会 

          ※令和６年度地域内フィーダー系統確保維持計画を承認 

令和 6年 5月 16 日  有功地区地域バス運営協議会 

          ※利用啓発チラシ、積み残し対策に係る協議 

令和 6年 6月 20 日  木本地区地域バス運営協議会 

          ※協賛金報告、運行ルート・バス停増設に係る協議 

各地域バス運行地域では、地域バス運行地域住民で組織される運営協議会、運行

事業者と協力して、運行地域における商店や病院等からの協賛金取得や運行エリア

における利用促進チラシの掲出等を行った。 
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事業 実施主体 着手・実施期間 事業概要 

利用促進事業 和歌山市公

共交通政策

推進協議会 

平成 31 年度

～ 

市内の高校や大学の新入生に対

し、公共交通利用促進チラシを配

布 

公共交通利用促進

啓発事業 

和歌山市 平成 30 年度

～ 

公共交通の利用促進及び利便性の

向上のため、利用者が知りたい情

報を詳しく掲載した公共交通情報

マップ(wap+)を配布  

 

（３） 生産性向上の視点から取り組んだ事業 

※「（２）目標を達成するために行う事業・実施主体・事業概要等」のうち、生産性

向上を目指して取り組んだ事業について、その内容を記入して下さい。 

※上記以外の事業においても、該当する事業・取組等があれば、その内容を記入して

下さい。 

事業 取組内容 効果目標 

バス路線沿線地

域への利用促進 

廃止危機にあるバス路線の沿線地域住民に

対し、現状と利用促進に係るチラシを配布し

た。 

路線バス利用者

数の増加 

市の広報誌によ

る利用促進 

和歌山市報において公共交通利用促進の特

集ページを掲載した。 

公共交通の利用

者数の増加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非補助事業 
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４. 具体的取組に対する評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５. 自己評価から得られた課題と対応方針 

課  題 課題への対応方針 

利用者数、収支率が安定的に目標達成出来

ていない状況がある。地域バスの利用促

進、利用者の定着が必要である。 

地域の運営協議会と協力し、沿線施設や

自治会等との利用促進を行い、利用者の

増加、定着を図る。 

 

  

〇地域内フィーダー系統確保維持計画に掲げられた目標値の達成状況 

【地域バス木本・西脇線】                   R5.10～R6.9 

  目標 実績 達成率 

利用者数 4,824 人 5,237 人 108.5% 

収支率 10％ 8.0％ 80% 

公的負担額 6,106,000 円 6,776,545 円 90.1％ 

 

【地域バス有功線】                      R5.10～R6.9 

 目標 実績 達成率 

利用者数 5,076 人 7,581 人 149% 

収支率 10％ 13.5％ 135% 

公的負担額 6,776,545 円 4,913,570 円 137.9％ 

 

地域バス木本・西脇線は、収支率、公的負担額（低減目標）が目標未達成となって

おり、広報や協賛金募集等による利用者数の増加、収支率の向上を図る必要がある。

地域バス有功線は、利用者数、収支率が目標を大きく上回った。本市の地域バス運営

補助制度上、収支率が 10％を超過した場合、公的負担額が減少するため、公的負担

額の低減目標である 6,106 千円を下回っており、持続可能な運行が実施出来ている。 

今後は市、地域住民、交通事業者とともに各系統の利用促進による利用者の増加、

協賛金の募集等による収支率の向上に取り組み、安定的に目標達成ができるよう、

取り組んでいく。 
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１．昨年まで（直近）の二次評価の活用・対応状況 

昨年まで（直近）の二次 
評価における事業評価結果 

事業評価結果の反映状況 
（具体的対応内容） 

今後の対応方針 

 

 

 

  

１． 

直近の第三者評価の活用・対応状況 

２．アピールポイント、特に工夫した点など 

〇バス路線の廃止等による交通不便地域住民の移動手段の確保を図るため、行政主体の

運営ではなく、バスを必要とする地域住民が主体となって、計画・運行する乗合バス

事業に市が上限を定め支援するコミュニティバスとなっている。 

〇「収支率１０％以上かつ１便あたりの乗車人数 1.5 人以上」を２年連続で達成でき

ない場合は、原則として運行継続が出来ないという運行継続基準を設けることで、行

政主体ではなく、地域主体による運行となり、周知・利用啓発において、地域住民が

最も効果的であると考える利用促進策を実施するとともに、地域住民に「地域バスを

乗って残す」という当事者意識の醸成が出来ている。 

〇運営協議会において、地域住民、市、交通事業者が定期的に協議を行い、利用促進策 

や運行ルート・バス停の改善についての検討や住民意見の共有等を行っている。 

 

 

初回実施事業 

和歌山市公共交通政策推進協議会（これまでの経緯） 
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。
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が
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緯

を
踏

ま
え

、
交

通
不

便
地

域
に

お
け

る
住

民
の

外
出

機
会

を
創

出
す

る
と

と
も

に
、

既
存

の
鉄

道
や

バ
ス

路
線

、
商

業
施

設
等

に
接

続
す

る
こ

と
で

、
地

域
公

共
交

通
や

経
済

の
活

性
化

を
図

っ
て

い
く
官

民
連

携
型

の
支

線
形

成
を

目
的

と
し

て
い

る
。

別
添

１
－

２

事
業

実
施

と
生

活
交

通
確

保
維

持
改

善
計

画
と

の
関

連
に

つ
い

て

令
和

　
　

年
　

　
月

　
　

日

協
議

会
名

：
和

歌
山

市
公

共
交

通
政

策
推

進
協

議
会

評
価

対
象

事
業

名
：

地
域

内
フ

ィ
ー

ダ
ー

系
統

確
保

維
持

費
国

庫
補

助
金


